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第１章 計画の目的等 

 

１ 計画の目的 

   公営住宅等ストックとは、これまでに建設され現在ある公営住宅等を示し、全国的

にも、老朽化した膨大なストックの維持管理と有効活用をどのように進めていくかが

課題となっています。 

本計画は、本市が管理する「市営住宅」と「その他の住宅」（以下「市営住宅等」 

という）について、予防保全的な観点から的確な整備計画をまとめ、長寿命化による

更新コストの削減と事業量の平準化を図り、入居者が安心して快適に暮らせる住宅を

供給することを目的としています。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、市営住宅等の今後の供給方針や管理戸数目標等を示した「長野市住宅 

マスタープラン」に基づく施策の一つとして策定し、本市が管理する市営住宅等の 

統廃合を踏まえた建替え、改善、用途廃止などの各事業の実施計画となるものです。

また、長野市公共施設等総合管理計画おける個別施設計画に当たるものとします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の位置付け 

３ 計画の期間 

本計画は、令和３年度に策定した「長野市第三次住宅マスタープラン」後期計画（R4

～R8 年度）を踏まえ、これまでの「長野市公営住宅ストック総合活用計画」及び 

「長野市公営住宅等長寿命化計画」の内容を見直すものです。今回は中間見直しのた

め、計画期間は当初計画と同じく令和元年度から 10 年度までの 10 年間とします。 

また、内容については、今後の社会情勢の変化や事業の進捗状況に応じ、概ね５年

程度で見直していくものとします。 
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第２章 ストックの概要と必要戸数の設定 

 

１ 公営住宅の概要 

市内の公営住宅は、本市が管理する「市営住宅等」と、長野県が管理する「県営住

宅」に分けられます。市営住宅等は、基本的には市内に住所又は職場がある方を対象

にしていますが、県営住宅は住所地要件がありません。 

 

公営住宅戸数                 （令和 5年 4月 1日現在） 

市内の公営住宅等総数 

7,593 戸 

(100.0%) 

 

市営住宅等 

3,611 戸 

(47.6%) 

県営住宅 

3,982 戸 

(52.4%) 

 

 

２ 市営住宅等の概要 

 

（１）種別と管理戸数 

本市の管理する市営住宅等は、大別すると、一定額以下の収入で住宅に困窮する世

帯に提供する「市営住宅」と「その他の住宅」に分けることができます。「その他の住

宅」は、合併前の戸隠村・鬼無里村・大岡村・信州新町・中条村が整備したもので、

中堅所得者向けの「特定公共賃貸住宅」（特公賃）、若者世帯の定住を目的とした「定

住促進住宅」、住宅取得の促進を目的とし譲渡を前提に建設した「厚生住宅」等があり

ます。それぞれの種別ごとの団地数、棟数、管理戸数は以下のとおりで、市営住宅の

割合が 93.5％と非常に高く、本市の管理する住宅の大多数を占めています。 

 

種別と管理戸数                 （令和 5年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 別 団地数 棟数 管理戸数 構成比 

市営住宅 52 490 3,377 93.5% 

その他
の住宅 

特公賃 6 32 58 1.6% 

定住促進 8 29 43 1.2% 

厚生 12 12 12 0.3% 

特別 

市営住宅 
2 2 71 2.0% 

七瀬住宅 1 1 50 1.4% 

計 29 76 234 6.5% 

合  計 81 団地 566 棟 3,611 戸 100.0% 



 

 
 

３ 

＝市営住宅＝市営住宅

＝その他の住宅＝その他の住宅

＝県営住宅＝県営住宅

（２）地域ごとの状況 

市営住宅等を以下の図のように４つの地域に区分します。 

地域区分ごとの団地数、棟数、管理戸数はそれぞれ下表のとおりです。 

 

 

 

 

 
       地域ごとの状況            （令和 5年 4月 1日現在） 

地 域 団地数 棟数 管理戸数 構成比 

市街地Ⅰ地域 15 71 1,312 36.3％ 

市街地Ⅱ地域 8 123 723 20.0％ 

市街地Ⅲ地域 14 225 1,285 35.6％ 

合併地域 44 147 291 8.1％ 

合  計  81 566 3,611 100.0％ 
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木造 ： 木造平屋建て、二階建て

簡平 ： 簡易耐火構造平屋建て （ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ﾊﾟﾈﾙ造）

簡二 ： 簡易耐火構造二階建て （ 〃 ）

中耐 ： 中層耐火構造 （鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造等 5階建て以下）

高層 ： 高層耐火構造 （ 〃 6階建て以上）

木造

9.9%

簡平

15.1%

簡二

20.9%

中耐

39.4%

高層

14.7%

市営住宅等の構造

（管理戸数比）

（３）構造ごとの状況 

市営住宅等の構造は、「木造」の平屋または二階建て、「簡平」「簡二」と呼ばれる 

ブロックやプレキャストコンクリートを用いた簡易耐火構造（現在では準耐火構造と

いわれる）の平屋または二階建て、「中耐」と呼ばれる鉄筋コンクリート耐火構造の 

３階から５階建て（本計画では耐火構造の２階建てを含む）、「高層」と呼ばれる６階

建て以上の鉄筋コンクリートまたは鉄骨鉄筋コンクリートの耐火構造に分類されます。 

  構造別に見た市営住宅等の棟数、管理戸数はそれぞれ以下のとおりとなっています。 

  

構造ごとの状況                         （令和 5年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の市営住宅等は、耐火構造以外の木造・簡平・簡二を合わせた管理戸数と耐火

構造の中耐・高層の管理戸数とが、ほぼ半数ずつの割合となっています。 

棟ごとの平均住戸数を見ると、木造は１戸建てから２戸程度の長屋建て、簡平は 

４戸程度、簡二は６戸程度の長屋建てが本市の平均的な市営住宅等の形態となって 

います。また、中耐は 25 戸から 30 戸程度、高層では 65 戸から 70 戸程度が１棟 

あたりの平均的な住戸数になっています。 

 

 

 木造 
準耐火構造 耐火構造 

合計 
簡平 簡二 中耐 高層 

棟数(棟) 225 143 133 57 8 566 棟 

管理戸数(戸) 357 545 754 1,423 532 3,611 戸 

構成比(％) 9.9% 15.1% 20.9% 39.4% 14.7% 100.0 ％ 

平均(戸/棟) 1.6 3.8 5.7 25.0 66.5 6.4 戸/棟 
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（４）建設年代と空き家の状況 

本市の市営住宅等は、全体の 31.8％にあたる 1,154 戸が昭和 40 年代に建設された

ものです。これらは建設後、既に 49 年から 58 年が経過しています。 

令和５年４月現在の空家戸数は 1,192 戸であり、管理戸数 3,612 戸に対する空家

率は 33.0％になります。これは、約３戸に１戸が空き家という割合になります。 

建設年代ごとの空家率を見ると、昭和 40 年代以前の住宅は約 50％から 100％、 

昭和 50 年代の住宅は約 24％、昭和 60 年代以降の住宅は約 16％で建設年代が古い 

住宅の空家率が高くなっています。 

建設年度ごとの住宅戸数と空家数の関係を見ると、建設後 30 年を経過する頃から 

空家の割合が多くなっている傾向があります。 

 

建設年度別管理戸数と空家戸数                        （令和 5 年 4 月 1 日現在） 

 木造 簡平 簡二 中耐 高層 合計 構成比 空家 構成比 

昭和 20 年代 8 0 0 0 0 8 0.2% 8 100.0% 

昭和 30 年代 162 106 0 0 0 268 7.4% 189 70.5% 

昭和 40 年代 13 416 665 60 0 1,154 32.0% 572 49.6% 

昭和 50 年代 8 17 89 728 0 842 23.3% 205 24.3% 

昭和 60 年 

～平成 6年 
57 6 0 424 164 651 18.0% 119 18.3% 

平成 7年 

以降 
109 0 0 211 368 688 19.1% 107 15.6% 

合計 357 545 754 1,424 532 3,611 100.0% 1,200 33.2% 

構成比 9.9% 15.1% 20.9% 39.4% 14.7% 100.0% - 
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（５）耐用年限 

市営住宅の耐用年限は、公営住宅法の規定により木造・簡平は 30 年、簡二は 45

年、中耐・高層は 70 年となっています。本市では、全管理戸数のうち 42.0％に相当

する 1,517 戸が木造・簡平・簡二の耐用年限を超過した住宅です。中耐・高層の耐用

年限２分の１を経過した住宅は 27.4％に相当する 989 戸となっています。 

  

経過年数別管理戸数                               （令和 5年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 木造･簡平 簡二 中耐・高層 合計 

戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 

耐用年限 

1/2 未経過 
0  0.0% 0 0.0% 966 49.4% 966 26.8% 

耐用年限 

1/2 経過 
129 14.3% 10 1.3% 989 50.6% 1,128 31.2% 

耐用年限 

経過 
773 85.7% 744 98.7% 0 0.0% 1,517 42.0% 

合 計 902 100.0% 754 100.0% 1,955 100.0% 3,611 100.0% 

管理戸数 3,611 戸 



 

 
 

７ 

構造別に見ると下図のようになっており、耐用年限を既に超過した住宅は、木造・

簡平が 85.7％、簡二が 98.7％となっています。中耐・高層では耐用年限２分の１を 

超過した住宅が 50.6％となっています。また、ストックがこのままで維持、継続 

された場合、10 年後には木造・簡平が 98.8％、簡二が 100％に急増し、管理戸数 

全体の約 45％に相当する 1,647 戸の住宅が耐用年限を超過することになります。 
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（６）市営住宅等一覧 

 

市営住宅 R5年4月1日現在　

団地名称 種　別 建設年 経過年数 棟　数 管理戸数 入居率(％)

第二 上松東 高　　層 H4～6 29～31 2 115 92.2%

三輪 柳町 中耐・高層 H5～6 29～31 2 73 93.2%

芹田 若里西町 中　　耐 H4､H16 19、31 2 44 95.5%

芹田 宇木 中　　耐 S59～H3 32～39 16 399 81.2%

芹田 川合新田 中　　耐 S58 40 2 60 76.7%

吉田 吉田広町Ａ 中　　耐 S58 40 3 52 86.5%

芹田 若里 中　　耐 S52～55 43～46 5 192 71.4%

第五 中御所 中　　耐 S50 48 2 56 67.9%

三輪 返目 中　　耐 S46～56 42～52 7 162 59.9%

芹田 栗田身障 簡　　平 S48～49 49～50 3 9 77.8%

芹田 日詰B 木　　造 S35～36 62～63 14 27 40.7%

芹田 日詰 木造・簡平 S34～35 63～64 8 22 18.2%

第一 新諏訪 木造・簡平 S31～35 63～67 3 10 10.0%

13 団地 69棟 1,221戸 75.8%

大豆島 大豆島東 中　　耐 S53～55 43～45 6 200 70.0%

柳原 小島 簡　　二 S50～51 47～48 5 30 83.3%

安茂里 小市 簡平・簡ニ S40～42 56～58 46 198 53.5%

古里 富竹 木造・簡平 S37～39 59～61 19 44 45.5%

若槻 上野ヶ丘 木造・簡平 S36～38 60～62 37 108 28.7%

柳原 柳原 木　　造 S33 65 2 4 50.0%

大豆島 大豆島西 簡　　平 S52 46 2 6 83.3%

豊野 美濃和田（旧） 中　　耐 H11～14 21～24 4 60 85.0%

豊野 美濃和田（新） 中　　耐 R2 2 2 73 90.4%

8 団地 123棟 723戸 61.7%

川中島 今井 高    層 H７ 28 4 318 89.0%

篠ノ井 北五明東 簡　　二 S48～49 49～50 12 90 61.1%

篠ノ井 北五明西 簡　　二 S46～53 45～52 25 137 54.7%

篠ノ井 庄ノ宮 簡　　平 S40～43 55～58 23 93 51.6%

篠ノ井 犀南 簡平・簡ニ S43～48 50～55 99 491 56.2%

篠ノ井 昭和 木造・簡平 S37～39 59～61 27 44 22.7%

松代 金井山 簡　　平 S43～46 52～55 11 44 59.1%

松代 屋地 木　　造 S35 63 4 4 0.0%

松代 屋地引揚 木　　造 S26 72 3 6 0.0%

松代 屋地厚生 木　　造 S27～37 61～71 7 7 0.0%

松代 矢場 木　　造 S40 58 6 12 25.0%

松代 皆神 簡　　平 S40 58 2 8 37.5%

若穂 高野 木　　造 S40 58 1 1 100.0%

13 団地 224棟 1,255戸 62.2%

戸隠 諸沢 木　　造 H6 29 2 2 100.0%

戸隠 中村 木　　造 H7 28 2 2 100.0%

鬼無里 町 木　　造 S62～H1 34～36 8 8 62.5%

鬼無里 柳田 木　　造 S62、H4 31、36 2 2 50.0%

鬼無里 東京 木　　造 S63、H3 32、35 3 3 66.7%

鬼無里 篭田 木　　造 H4～5 30～31 5 5 100.0%

鬼無里 須田 木　　造 H6 29 3 3 100.0%

鬼無里 坂口 木　　造 H7 28 3 3 100.0%

鬼無里 東町 木　　造 H3 32 1 1 100.0%

大岡 川口 木　　造 S60～61 37～38 2 4 75.0%

信州新町 千原田 木　　造 S56～H17 18～28 9 22 90.9%

信州新町 新町 木造・簡平 S42～H15 20～56 5 25 56.0%

信州新町 新町上平 木　　造 H７ 28 2 4 50.0%

信州新町 穂刈 簡　　二 S47～51 47～51 8 43 30.2%

信州新町 竹房 簡　　平 S45 53 4 20 20.0%

信州新町 道祖神 木　　造 S55 43 1 2 50.0%
中条 上五十里 木造・簡平 S59～H7 28～39 11 23 65.2%

中条 田越 簡　　平 S56～57 41～42 3 6 66.7%

18 団地 74棟 178戸 56.2%

52 団地 490棟 3,377戸 66.7%
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１０ 

３ 市内の県営住宅の概要 

 

（１）構造ごとの状況 

  市内の県営住宅の管理戸数は 3,982 戸で、構造別に見ると中耐・高層の耐火構造の

戸数が全体のおよそ４分の３を占めています。また、高層の住棟については、 

平均住戸数が 103.1 戸と多く、市営住宅等よりも大規模化が進んでいます。 

 

県営住宅の構造別戸数                （令和 5年 4月 1日現在） 

 木造 
準耐火構造 耐火構造 

合計 
簡平 簡二 中耐 高層 

棟数   7 68 168 77 10 330 棟 

管理戸数(戸) 14 223 756 1,958 1,031 3,982 戸 

構成比 

(％) 
0.3% 5.6% 19.0% 49.2% 25.9% 100.0％ 

平均 

(戸/棟) 
2.0 3.3 4.5 25.4 103.1 12.1 

  

 

（２）建設年代と耐用年限 

  市内の県営住宅は、昭和 30 年代より中耐の住宅を多く建設してきたため、まだ耐用

年限を超過していない住宅が多くあります。木造・簡平・簡二の耐用年限を超過した

住宅は 21.4％、中耐・高層の耐用年限２分の１を経過した住宅は 45.9％となって 

います。 

 

県営住宅の建設年度別管理戸数                     （令和 5年 4月 1日現在） 

 木造 簡平 簡二 中耐 高層 合計 構成比 

昭和 20 年代 0  0 0 0 0 0 0.0% 

昭和 30 年代 0 8 0 136 0 144 3.6% 

昭和 40 年代 0 211 615 840 300 1,966 49.4% 

昭和 50 年代 14 4 141 674 0 833 20.9% 

昭和60年～平成6年 0 0 0 288 321 609 15.3% 

平成 7年以降 0 0 0 20 410 430 10.8% 

合  計 14 223 756 1,958 1,031 3,982 100.0% 

(構成比) 0.4% 5.6% 19.0% 49.2% 25.9% 100.0%  
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木造・簡平・簡二

耐用年限超過

21.4%

(852戸)

中耐・高層

耐用年限1/2経過

45.9%

(1,827戸)

その他 32.7%

(1,303戸)

県営住宅の経過年数別管理戸数                      （令和 5年 4月 1日現在） 

 
木造･簡平･簡二 中耐 高層 合計 

戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 

耐用年限 

1/2 未経過 
0  0.0% 431 22.0% 731 70.9% 1,162 29.2% 

耐用年限 

1/2 経過 
141 14.2% 1,527 78.0% 300 29.1% 1,968 49.4% 

耐用年限 

経過 
852 85.8% 0 0.0% 0 0.0% 852 21.4% 

合 計 993 100.0% 1,959 100.0% 1,031 100.0% 3,982 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

（３）長野市内の県営住宅一覧 

 

R5年4月1日現在　

団地名称 種　別 建設年 経過年数 棟　数 管理戸数

三輪 柳町 中耐・高層 S59～H8 27～39 11 815
吉田 吉田広町 中　　耐 S54～56 42～44 7 190

2 団地 18棟 1,005戸
浅川 浅川 中　　耐 S39～40 58～59 3 72
若槻 若槻 中　　耐 S43～44 54～55 6 144
若槻 若槻第２ 簡平・簡二 S44 54 18 98
第二 湯谷第２ 中　　耐 S45 52～53 3 77
柳原 柳原 高　　層 S49 49 2 300
安茂里 犀北 中　　耐 S37～63 35～61 15 282
安茂里 小市南 中耐・簡二 S50～61 37～48 20 432
古里 駒沢新町 中耐・簡二 S40～43 55～58 56 302
古里 駒沢新町第２ 中耐・簡二 S43～44 53～55 13 151

9 団地 136棟 1,858戸
篠ノ井 篠ノ井第４ 中耐・簡平 S39～H2 33～59 6 106
篠ノ井 庄ノ宮 簡平・簡二 S40～44 54～58 30 74
篠ノ井 みこと川 簡平・簡二・中耐 S47～H4 31～51 20 440
更北 サンコーポ真島 木造・中耐 S59～60 38～39 11 52
川中島 御厨 簡平・簡二 S45～46 52～53 37 117
川中島 古森沢 簡平・簡二 S46～47 51～52 32 137
更北 青木島 簡平・簡二 S50～51 47～48 14 91
松代 東条 簡　　平 S41～42 56～57 5 24
松代 金井山 簡　　平 S43～44 54～55 7 34
若穂 若穂 簡　　平 S42 56 4 20
若穂 白塚 簡平・簡二 S45～47 51～53 10 24

11 団地 176棟 1,119戸

22 　団地 330棟 3,982戸

市
街
地
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市
街
地
Ⅱ

市
街
地
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地　域

管理戸数 3,982 戸 

【県営住宅の耐用年限】 
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４ 必要戸数の設定 

 

（１）人口・世帯数の推移 

人口は平成 12 年にピークを迎え、以降緩やかに減少しており、世帯数も令和 7年 

以降に減少に転じる見込みとなっています。 

 

（２）市営住宅の必要戸数の推計 

令和３年度に策定した「長野市第三次住宅マスタープラン」後期計画では、令和８

年度末までの供給目標戸数を 600 戸と推計しています（年間 120 戸）。この供給ペース

の継続を前提とした供給戸数の合計と災害等の一時利用を考慮し、R10 末時点での必要

戸数を 3,000 戸と設定します。なお、この戸数には、特別市営住宅を含みます。 

 

 

 

令和 10 年度末の市営住宅戸数は  3,000 戸 

 H31.4 3,516 戸  →  R4 末 3,448 戸  ⇒  R10 末 3,000 戸 

  

その他の住宅である特定公共賃貸住宅・定住促進住宅については、原則、建替え 

することなく修繕により現状戸数の 100 戸程度を維持します。厚生住宅については、

居住者への譲渡を進めます。 

20,000

70,000

120,000

170,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

S60年 H 2年 H 7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年 R7年 R12年

世帯数(戸） 人口(人)

919 819 779 782 788 776 

1,628 1,698 1,811 1,933 2,028 2,077 

0

1,000

2,000

3,000

R２年 R７年 R12年 R17年 R22年 R27年

要支援世帯数A 要支援世帯数B 必要戸数(戸)

人口(人) 世帯数(戸) 

要支援世帯数： 

自力では最低居住面積水

準を達成することが著しく

困難な年収である世帯数 

 

A:著しい困窮年収水準未

満であり、かつ最低居住面

積水準未満である世帯 

 

B：著しい困窮年収水準未

満であり、かつ最低居住面

積水準以上である世帯の

うち、高家賃負担率以上で

ある世帯 

R10 年度末必要戸数 
3,000 戸 

住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム（国土技術政策総合研究所） 
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市営住宅の供給必要戸数の推計結果 

◎令和 3 年（2021 年）10 月に公開された『住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム』（国土技術政策総

合研究所）により推計 

住宅確保要配慮者世帯に対する住戸 

 

住宅確保要配慮者世帯に対応する住戸は、住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラムより算

出した要支援世帯数（著しい困窮年収未満世帯）を県営住宅と分担するものとすると、以下のよ

うに算出される。 

 

① 要配慮者世帯に対応する住戸     ②要支援世帯数     ③市営住宅率 

1,197 戸          ＝   2,590 世帯    ×   46.2％ 

 

② 
住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラムで推計された令和 12 年度の要支援世帯数 
（特定のニーズを有する要支援世帯数_2030 年度央のＡとＢの合計） 

③ 
令和 3年 4月 1 日時点の長野市内の公営住宅数より算出 
長野市内の県営住宅（公営）：4,035 戸、市営住宅（公営）：3,462 戸 

 

 

市営（公営）住宅供給目標住戸 

 

計画期間における供給目標住戸は、要配慮者世帯に対応する住戸数、退去率から以下のように

算出される。 

 

  ④供給目標住戸  ①要配慮者世帯に対応する住戸  ⑤退去率   ⑥期間(R4～10) 

2,948 戸 ＝      1,197 戸     ÷   5.8％  ÷  7 年 

 

       2,948 戸あれば、7 年間で 1,197 戸が入居可能となる。 

       （年間退去世帯数×７年間＝1,197 戸） 

④供給目標住戸     ⑤退去率  ⑥期間(R4～10)  ①要配慮者世帯に対応する住戸 

2,948 戸  ×   5.8％  ×  7 年    ＝    1,197 戸 

⑤ 
平成 28～30 年度・令和 2年度・令和 3年度の平均退去数より算出 
※R1 台風災害の影響を受け除外 
各年の退去数を入居戸数で割った退去率の平均値 

 

R10 年度末の管理戸数 

 

【④2,948 戸】＋災害等の一時対応などの利用【約 50 戸】 

＝ 2,948＋52 ＝ 3,000 戸 

R12 以降、②の要支援世帯数が 

増加傾向にあることから、R12 の

管理戸数を前倒しして確保する 
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第３章 ストック活用の方針 

 

令和３年度に策定した「長野市第三次住宅マスタープラン」に基づき、人口・世帯数

の減少に合わせて市営住宅戸数を段階的に縮小します。また、長野市公共施設 

マネジメント指針では令和 17 年度までに平成 27 年度当時の総延床面積から 20％縮減

する目標を掲げていることから、本計画期間において総延床面積を 10％削減するように

努めます。 

 

１ 市営住宅等の役割と方向性 

 

（１） 市営住宅 

人口・世帯数減少時代を迎え民間借家にも空き家が増えていることから、本市では、

市営住宅は“真に住宅に困窮する方々”に対する住宅セーフティネットと位置づけ、

単に入居資格を有するだけでなく、著しい低年収の世帯や災害等被害者などで民間 

借家に住むことが困難な世帯を対象に提供していきます。 

 

（２） その他の住宅 

特定公共賃貸住宅、定住促進住宅、厚生住宅は、合併町村がそれぞれ地域の住宅 

政策を反映して、中堅所得者向けや定住促進、住宅取得の促進などを目的とし合併前

に建設したものです。今後も、中山間地域の定住に向けた受け皿としてそれぞれ 

の地域の実情を考慮しながら展開していきます。 

 

 

２ ストック活用の基本的な考え方 

計画の策定にあたっては、以下の基本的な考え方に立ち、具体的な方針を検討して

いきます。 

 

Ⅰ  既存敷地の有効活用と小規模団地の統廃合 

Ⅱ  歩いて暮らせる集約型の都市構造に合った立地 

Ⅲ  公共交通や日常生活の利便性を重視 

Ⅳ  中山間地域定住に向けた受け皿確保 

Ⅴ  計画的かつ緩やかに建替えを進めるための既存住宅の長寿命化 

Ⅵ  建替えや維持修繕に係る費用の削減 
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３ 具体的な方針 

本計画は、概ね今後 30 年のうちに市営住宅等で必要となる整備を想定し、それに 

向けた令和 10 年度までの事業計画です。以下の具体的な方針に基づき、建替・改善・

用途廃止などの事業計画を策定します。 

 

（１）耐用年限を超過した木造・簡平・簡二は  建替え又は用途廃止 

昭和 30 年代から 50 年代に建設された木造・簡平・簡二については、以下の理由 

から改善による長寿命化が困難であり、建替え又は用途廃止が必要です。 

・ 老朽化が著しい    ・ 耐震補強が困難なものあり 

・ 住戸面積が狭い   ・ 浴室がないものあり （浴槽についてはほとんどなし） 

・ 簡二は１つの住戸が２層でバリアフリー化が困難   等 

このため、将来的に維持していく団地については原則建替えをしていきます。用途

廃止を含めて検討していく団地については、建替えを行わず戸数を段階的に縮小して

いきます。 

また、建替え等によって家賃の負担が困難となる世帯に対し低廉な家賃の住宅を 

提供できるよう、簡平の一部については改修・長寿命化を行います。 

 

（２）中耐は 全面改善又は部分改善により長期間使用 

昭和 40 年代から 50 年代に建設された築 50 年程度の中耐は、以下の理由から現在

の生活様式に合わなくなっており、特に高層階住戸の申込みの倍率が低下しています。 

・ 住戸が狭く使いづらい   ・ 断熱性能が低く結露が多い 

・ 浴槽や給湯設備がない  ・ 設備配管等の劣化による機能の低下 

  ・ エレベーターがなく高齢者等は生活困難   等 

 

これらを全て解消するには、建替え又は全面改善による大規模改修が必要となりま

すが、いずれの事業も入居者の住替えを伴うことにより、完了するまでに長期間必要

となります。よって、各団地の耐用年限までの年数及び入居者ニーズをとらえた上

で、部分改善（外壁の断熱化等）による改修を取り入れながら、長寿命化の早期実現

を図ります。 
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（３）敷地条件・利便性が低い団地は  用途廃止を含めて検討 

団地ごとに、以下の敷地条件等による評価を行います。 

・ 効率性 （敷地面積、敷地形状、用途地域） 

・ 利便性 （駅バス停・店舗・小学校・金融機関・診療施設までの距離） 

・ 地域バランス 

・ 安全性 （災害への安全性、アクセス道路の幅） 

総合的な評価が低い団地については、生活しやすい団地への統合推進を図るため、

用途廃止を含めて団地のあり方を検討します。 

なお、合併地域（豊野を除く）については、主に中山間地であり一律にこの評価を

当てはめることは適切でないことから、建物の老朽化の程度や団地の規模、土地状況

などにより地域の実状を考慮しながら政策的に判断します。 

 

（４）従前居住者用住宅等は 特別市営住宅等として活用 

従前居住者用住宅等として建設された３団地について、現在は特別市営住宅等とし

て管理を開始しており、今後は市営住宅に準じて、ストック活用及び長寿命化に取り

組んでいきます。なお、総延床面積の縮減計画の対象外とします。 

 

 

４ 民間住宅等の活用 

民間住宅等を買取り又は借上げて市営住宅とすることについては、以下のような 

特徴があります。 

買取 ： 新築する場合は、公営住宅整備基準に基づき建設が可能であると共に、一括

施工によるコスト縮小や工期短縮が可能である。 

既存の場合、基準に合う物件の有無、建物品質と修繕コスト増大のリスクがあ 

る。 

借上 ： 住宅の建設費や建設後の維持管理を行う必要がないため、コストの低減が見込

める。空き家でも家賃の支払が必要であること、また、借上げ期間が長期にわた

る場合には直接建設より割高となる。 
 

この他にも、様々な手法や活用方法が考えられることから、建替事業の検討を行う

際には、各手法についてメリット・デメリットを比較し最も有利なものを選定してい

くこととします。 

また、低額所得世帯、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯など、住宅の確保に 

配慮が必要な世帯が増加傾向にあることを踏まえ、良質な賃貸住宅の安定確保に 

向けた取り組みについても研究を進めます。 
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第４章 計画策定の手順 

 

１ 計画策定のフロー 

以下の手順により、事業を実施する団地と団地ごとの建物の取扱いを分類し、 

令和 10 年度までの年次計画と概算事業費の試算を行います。 

 

 
① 団地の分類 ： 敷地条件等の評価により、継続して維持していく団地と将来的に  

↓           用途廃止を含めて検討していく団地に分類 

② 建物の取扱 ： 建物の構造、耐用年限、耐震性、居住性等により、継続して維持し 

↓           ていく団地の建物(住棟)について建替・改善・維持の取扱に分類 

③ 事業計画の策定 （令和 10 年度まで）                             

↓          ： 建物の取扱ごとに、建替計画、改善計画（全面改善、部分改善）、 

修繕計画、用途廃止の事業計画を策定 

④ 概算事業費の試算 

： 事業計画を基に概算事業費を試算  

 

ストック計画策定のフロー 

 

 

 

計画修繕

屋根改修、外壁改修、設備の部分的な交換 等

団地全体の戸数、棟数

住棟の構造、階数、併設施設の構想 等

敷地面積、敷地形状、

用途地域、

駅バス停・店舗・小学校

金融機関等までの距離、

地域バランス、

災害への安全性、

アクセス道路の幅員

その他政策的判断

構造、耐用年限、耐震性、

居住性（間取り・面積・

浴槽･給湯の有無・ﾊﾞﾘｱ

ﾌﾘｰ対応、EVの有無 等）

空家状況、応募倍率

過去の投資(工事等)状況

① 団地の分類② 建物の取扱 ③ 事業計画の策定 （～R10）

④ 概算事業費の試算

継続維持

用途廃止

※ 今後30年の長期的視点に立って策定

改善

維持

建替

既存入居者の住替え、解体 等

全面改善

内外装改修、間取変更、バリアフリー化、

エレベーターの設置、設備の全面交換 等

部分改善

断熱化、電源容量改修、浴槽風呂釜等設置、

バリアフリー対応 等
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２ 整備水準の目標 

前述したストック活用の具体的な方針に基づき、建替・改善・用途廃止などの事業 

計画を策定します。各事業を実施する際の整備水準の目標を以下のとおりとします。 

なお、事業計画の策定にあたっては、敷地条件や入居状況、ライフサイクルコスト等

を含め総合的に判断することとします。 

 

（１）建替 

老朽化が進み建替えが必要な団地については、入居者の住替えを誘導し、円滑に 

事業が進められるようにします。 

市街地およびその近傍の団地では、中耐・高層の鉄筋コンクリート造などでの建替

えを目指します。一方、郊外の団地については周辺住環境との調和を考慮し、低層の

鉄筋コンクリート造やプレキャストコンクリート造、鉄骨造、木造などでの建替えを

目指します。 

団地内には、各住戸とも最低居住面積水準以上の面積を確保した上で、子育て世帯、

高齢者世帯や障害者世帯など多様な世帯向けの住戸のほかに近年増加傾向にある 

単身者向けの住戸を取り入れ、家賃も考慮してむやみに面積を増やさぬよう適正規模

で計画します。また、社会福祉施設の併設といった公共施設の複合化や多機能化につ

いても検討します。 

 

居住面積水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

居住面積水準 

国が住生活基本法に基づく住生活基本計画（全国計画）で示している世帯人数に応じた住宅の広さ（面積）の水準 

最低居住面積水準：健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積 

誘導居住面積水準：豊かな住生活実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積 

      都市居住型 ＝ 都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定したもの 

      一般型   ＝ 都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建て住宅居住を想定したもの 

都市居住型
（共同住宅）

一般型
（戸建住宅）

単身 25㎡ 40㎡ 55㎡

２人 30㎡ 55㎡ 75㎡

３人 40㎡ 75㎡ 100㎡

４人 50㎡ 95㎡ 125㎡

５人 57㎡ 109.25㎡ 142.5㎡

６人 66.5㎡ 128.25㎡ 166.25㎡

最　 低 ： 単身=25㎡、2人以上=10×世帯人数＋10㎡、4人超は5％控除
都市型 ： 単身=40㎡、2人以上=20×世帯人数＋15㎡、4人超は5％控除

一般型 ： 単身=55㎡、2人以上=25×世帯人数＋25㎡、4人超は5％控除

最低居住
面積水準

世帯人数

誘導居住面積水準
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（２）改善（改良保全） 

改善事業には、建物の長寿命化を図るための「全面改善」と、居住性を向上させる

ため等の「部分改善」とがあります。対象とする建物と改善の内容については 

それぞれ以下のとおりです。 

 

①全面改善 

対象 ： 築 40 年を経過した中耐 （建替・解体の対象となっているものを除く） 

内容 ： 内外装の改修、エレベーターの設置、建物全体のバリアフリー化 

建物全体の間取りの変更 

 

全面改善を行う建物は、事業実施後 40 年以上の使用を前提として選定します。 

また、全面改善をする場合には原則としてエレベーターの設置を行うこととします。

なお、工事は内外装や間取り、給排水などの設備を含めた建物全体に及ぶため、 

実施に先立ち入居者の住替えが必要となります。 

 

②部分改善  

対象 ： 今後 20 年以上使用する住棟で、居住性等の改善が必要なもの 

内容 ： ａ．安全性確保 

法改正により既存不適格となったエレベーターについて、更新時期と

合わせて適法となるよう必要な装置等を設置する改修工事を順次行い

ます。 

ｂ．居住性向上 （断熱化･浴槽風呂釜等設置） 

断熱化は、実際に住戸内の結露が問題となっている中耐・高層につい 

て、外壁等の断熱化工事を進めます。浴槽風呂釜等の設置は、空き室が

増えてきた中耐を主に設置し、現在の一般的な生活水準に必要な設備の

整備を目指します。 

ｃ．高齢者・障害者対応 （バリアフリー化） 

主に中耐の１階部分や簡平を対象に、高齢者や障害者等がより暮らし 

やすくなるよう段差の解消や手摺の設置などを行います。 

 

身体障害者用住戸のストック目標戸数：77 戸 

      （上記のストック戸数は車いす使用者用住戸を含み、R10 年度末の目標戸数とする） 

 

なお、これらの部分改善は、今後 20 年以内に建替えや全面改善、用途廃止の 

対象となっている住棟については原則除くこととし、入居者の住替えを進めます。 
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（３）計画修繕（予防保全） 

今後 10 年を超えて維持していく建物については、延命化を図るため、定期的に屋根

や外壁の改修、設備の部分的な交換などの修繕を計画的に実施します。主なものの 

修繕周期は概ね以下のとおりとします。 

量水器交換 ： ８年（法定）     給湯設備交換 ： 20 年 

屋根塗装   ： 20 年        屋上防水    ： 20 年 

外壁改修   ： 20 年        ＥＶ更新     ： 30 年 

 

（４）用途廃止 

建物が既に老朽化している団地で、敷地の規模や形状により建替えが困難なもの、

敷地の利便性が低いもの、借地で返却の必要があるもの等は、団地の用途廃止に 

ついて検討し、入居者の安全性確保と利便性の向上、小規模団地の統合による維持 

管理の効率化を目指します。 

なお、用途廃止を行う場合には、入居者との個別調整を十分に行い、適切な団地等

への住替えを行っていきます。 

また、将来的に用途廃止を含めて検討する団地については、具体化する時点で地域

への影響や後利用などを含め、実状を考慮しながら改めて検討していくことと 

します。それまでの間は建替えや改善等は行わず、老朽化が進んだ住棟を中心に戸数

を段階的に縮小していきます。 

用途廃止後は、速やかに跡地利用の検討を行い、売却を含めて有効な利活用を図り

ます。 

 

（５）多様なニーズへの対応検討 

建替えや改善等の機会に合わせて、ルームシェアに対応した住宅やペット共生住宅

などの、多様なニーズに対応した市営住宅等の可能性についても研究していきます。

また、自然エネルギーの活用についても併せて検討していきます。 
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第５章 ストック活用計画 

 

１ 団地の長期的な方向性 （今後 30 年） 

（１）団地評価の方法 

維持していく団地と将来的に用途廃止を含めて検討していく団地を分類するため、

以下の方法で団地評価を行いました。 

 

① 評価項目 

・ 効率性      ３項目  （敷地面積、敷地形状、用途地域） 

・ 利便性      ５項目  （駅バス停・店舗・小学校・金融機関・診療施設までの距離） 

・ 地域バランス  １項目  （直近の公営住宅までの距離） 

・ 安全性      ２項目  （災害への安全性、アクセス道路の幅） 

 

② 評価方法 

項目ごとに、以下の３段階で評価し点数化 

ａ：支障なし    ＝ ＋１ 

ｂ：やや条件が悪い ＝  ０ 

ｃ：条件が悪い   ＝ －１ 

 

・効率性 ３項目 

項目 敷地面積 敷地形状 用途地域 

ａ 1.0ha 以上 整形、平地 
市街化区域 

住居系(一低は除く) 

ｂ 0.3ha 以上 
長方形、三角形、傾斜地、

一部借地 

市街化区域 

一低・商業系・工業系 

ｃ 0.3ha 未満 
全借地、狭小(0.1ha 未満)、

不整形(飛地、凹凸) 
市街化調整区域 
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  ・利便性（距離） ５項目 

項目 駅又はバス停 店舗(スーパー等生鮮食品) 小学校 

ａ 距離 300ｍ以内 距離  800ｍ以内 距離  800ｍ以内 

ｂ 距離 600ｍ以内 距離 1,600ｍ以内 距離 1,600ｍ以内 

ｃ 距離 600ｍ超 距離 1,600ｍ超 距離 1,600ｍ超 

項目 金融機関 (コンビニ含む) 診療施設  

ａ 距離  800ｍ以内 距離  800ｍ以内  

ｂ 距離 1,600ｍ以内 距離 1,600ｍ以内  

ｃ 距離 1,600ｍ超 距離 1,600ｍ超  

  

  ・地域バランス １項目 

項目 直近の公営住宅までの距離 

ａ 中耐以上の公営（県営含む）住宅から 1,000m 超 

ｂ 中耐以上の公営（県営含む）住宅から 1,000m 以内（近隣と比較して敷地面積が最大） 

ｃ 中耐以上の公営（県営含む）住宅から 1,000m 以内 

 

 ・安全性 ２項目 

項目 災害への安全性 アクセス道路(敷地に接する国県市道) 

ａ 災害のおそれなし  道路幅員 6m 以上 

ｂ 

災害のおそれあり   

土砂災害防止法の警戒区域(イエロー) 

浸水の恐れ（1.0m 未満）   

道路幅員 4m 以上 6m 未満 

ｃ 

災害の経過あり 

土砂災害防止法の特別警戒区域(レッド)

浸水の恐れ(1.0m 以上) 

道路幅員 4m 未満  

 

③ 総合評価 

団地ごとに集計し、以下の基準により団地を分類（11 点満点） 

Ａ：７点以上＝維持 

Ｂ：６点  ＝原則維持、状況により用途廃止 

Ｃ：５点以下＝用途廃止 
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（２）団地評価の結果 

 

敷地
面積
(ha) 敷地

面積
敷地
形状

用途
地域

交通 店舗 小学校
金融
機関

診療
施設

災害・
安全性 道路 点数 評価 分類

宇木 中　　耐 S59～H3 399 １中 4.59 ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ 10

上松東 高　　層 H4～6 115 １中 1.68 ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ ａ 9

若里 中　　耐 S52～55 192 １住 1.26 ａ ａ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ｂ ａ ａ 9

柳町 中耐･高層 H5～6 73 ２中 0.84 ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ ａ 8

返目 中　　耐 S46～56 192 １中 1.28 ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ ａ 8

中御所 中　　耐 S50 56 １住 0.35 ｂ ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｂ 8

吉田広町Ａ 中　　耐 S58 52 １中 0.54 ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ｂ ａ 7

若里西町 中　　耐 H4､H16 44 １住 0.32 ｂ ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ ａ 7

川合新田 中　　耐 S58 60 １住 0.7 ｂ ｂ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ｂ ａ 7

新諏訪 木造･簡平 S31～35 10 １住 0.25 ｃ ｂ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ 5

栗田身障 簡　　平 S48～49 9 １中 0.21 ｃ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ ｂ 5

日詰 木造･簡平 S34～35 22 １住 0.4 ｂ ｃ ａ ｂ ａ ｂ ａ ａ ｃ ａ ｂ 3

日詰Ｂ 木　　造 S35～36 27 １住 0.68 ｂ ｃ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ｃ ｂ ｂ 3

１３団地 管理戸数

大豆島東 中　　耐 S53～55 200 １住 1.94 ａ ａ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ｃ ａ 8

美濃和田(新) 中　　耐 H11～14 60 １中 1.65
ａ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ

美濃和田(旧) 簡　　平 S42～43 37 １中

柳原 木造･簡平 S33 6 ２中 0.65 ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ｃ ａ 6 B

富竹 木造･簡平 S37～39 44 ２中 0.86 ｂ ｂ ａ ｂ ａ ｂ ａ ａ ａ ｂ ｂ 5

沖 簡　　二 S46～50 100 1住 0.77 ｂ ａ ａ ａ ａ ｂ ａ ａ ｃ ｃ ａ 5

小島 簡　　二 S50～51 30 ２中 0.27 ｃ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ｃ ｂ 4

上野ｹ丘 木造･簡平 S36～38 112 調整 1.88 ａ ｂ ｃ ｂ ａ ａ ａ ａ ｃ ｂ ｂ 3

大豆島西 簡　　平 S52 6 ２中 0.06 ｃ ｃ ａ ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ｂ ｃ 3

小市 簡平･簡ニ S40～42 198 １中 4.05 ａ ｂ ａ ａ ｃ ｂ ｂ ｂ ｃ ｃ ｂ 0

９団地 管理戸数

犀南 簡平･簡ニ S43～48 491 １中 6.21 ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ 9

今井 高    層 H７ 318 １中 3.05 ａ ａ ａ ａ ｂ ｂ ａ ａ ａ ａ ａ 9

北五明東 簡　　二 S48～49 90 １低 0.79 ｂ ａ ｂ ｂ ａ ｂ ａ ａ ａ ｂ ａ 6
B

川中島 簡　　平 S33～34 8 調整 0.12 ｃ ａ ｃ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｂ ａ 6

北五明西 簡　　二 S46～53 137 １低 0.87 ｂ ｂ ｂ ａ ａ ｂ ａ ａ ａ ｂ ｂ 5

五明 木　　造 S35～36 24 １低 0.61 ｂ ａ ｂ ｂ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ ｂ 5

昭和 木造･簡平 S37～39 44 １住 1.12 ａ ｃ ａ ａ ａ ａ ａ ａ ｃ ｃ ｂ 4

長峰 木　　造 S37 3 調整 0.24 ｃ ｂ ｃ ｃ ｂ ａ ａ ａ ａ ａ ａ 3

庄ノ宮 簡　　平 S40～43 93 調整 1.24 ａ ａ ｃ ｃ ｂ ｃ ａ ａ ｃ ｃ ａ 0

屋地 木　　造 S35 4 １低 0.34 ｂ ａ ｂ ｂ ｂ ａ ａ ｂ ａ ｂ ｂ 4

屋地厚生 木　　造 S27～37 7 １低 0.42
ｂ ａ ｂ ｂ ｂ ａ ａ ｂ ａ ｂ ｃ 3

屋地引揚 木　　造 S26 6 １低 0.08

皆神 簡　　平 S40 8 １低 0.18 ｃ ａ ｂ ｂ ｂ ａ ａ ｂ ａ ｂ ｂ 3

高野 木　　造 S40 1 １住 0.01 ｃ ｃ ａ ａ ｃ ａ ａ ａ ａ ｃ ａ 3

金井山 簡　　平 S43～46 48 調整 1.02 ａ ｃ ｃ ａ ｃ ａ ａ ｂ ａ ｃ ｂ 1

矢場 木　　造 S40 12 調整 0.32 ｂ ｂ ｃ ｃ ｂ ｃ ｂ ａ ａ ｃ ｃ -3

１６団地 管理戸数

市
街
地
Ⅲ
地
域

地
域

団地名 構造
建設
年度

管理
戸数

用途
地域

効率性 安全性利便性 地域
バラ
ンス

総合評価

用途廃止を
含めて検討

市
街
地
Ⅰ
地
域

継続して維
持

建替又は
大規模改善

を検討

C

A

C

1,251戸

市
街
地
Ⅱ
地
域

A

継続して維
持

建替又は
 大規模改善

を検討

8

用途廃止を
含めて検討

793戸

1,294戸

A

継続して維
持

建替又は
大規模改善

を検討

C

用途廃止を
含めて検討
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２ 団地別事業計画 

団地評価の結果を踏まえた市営住宅等の令和 10 年度までの主な事業計画は、次のと

おりです。 

 

○建替   ：上松東団地(１棟新設)、犀南団地(部分的に実施)  

○改善 

全面改善：返目団地(４棟(うち３棟は実施済)) 

部分改善：宇木団地、川合新田団地、吉田広町Ａ団地 ほか 

○用途廃止 ：日詰Ｂ団地、日詰団地、新諏訪団地、富竹団地、上野ヶ丘団地、 

昭和団地、五明団地、長峰団地、川中島団地、屋地団地、 

屋地引揚団地、屋地厚生団地、矢場団地、皆神団地、高野団地 

 

※将来的に、建替え又は用途廃止を含めて検討する団地については、戸数を縮小し

ていきます。 

 

 なお、団地ごとの詳細な事業計画は下表のとおりです。 

 

（１） 市営住宅 

① 市街地Ⅰ地域 

10年間の事業計画

（R元～R10）

事業 内容

建設
(65)

中耐～高層1棟新設 建替後維持

維持 計画修繕 継続維持

柳町 中耐･高層 H5～6 73 維持 計画修繕 73 継続維持

若里西町 中　　耐 H4､H16 44 維持 計画修繕 44 継続維持

宇木 中　　耐 S59～H3 399 部分改善 断熱化、塗装 399 継続維持

川合新田 中　　耐 S58 60 部分改善 断熱化、塗装 60 継続維持

吉田広町Ａ 中　　耐 S58 52 部分改善 断熱化、塗装 52 継続維持

若里 中　　耐 S52～55 192 維持 計画修繕 192 縮小、建替

中御所 中　　耐 S50 56 維持 計画修繕 56 縮小、建替

縮小 住替え誘導、中耐２棟解体

全面改善
(132)

住替え誘導、中耐6棟全面改善 全面改善後維持

栗田身障 簡　　平 S48～49 9 部分改善 バリアフリー化 9 用途廃止を含めて検討

日詰B 木　　造 S35～36 27 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

日詰 木造･簡平 S34～35 22 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

新諏訪 木造･簡平 S31～35 10 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

13 団地 管理戸数 1,251 10団地 1,197

R10末
管理戸数

192 132

長期的な
方向性

(今後30年)

180115

返目 中　　耐 S46～56

管理
戸数

(H31.4
 現在)

地
域 団地名 構造 建設年度

市
街
地
Ⅰ
地
域

上松東 高　　層 H4～6
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② 市街地Ⅱ地域 

 

 

③ 市街地Ⅲ地域 

 

10年間の事業計画

（R元～R10）

事業 内容

大豆島東 中　　耐 S53～55 200 維持 計画修繕 200 継続維持

小島 簡　　二 S50～51 30 維持 計画修繕 30 用途廃止を含めて検討

小市 簡平･簡ニS40～42 198 縮小 住替え誘導、一部建物解体 188 用途廃止を含めて検討

富竹 木造･簡平S37～39 44 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

上野ヶ丘 木造･簡平S36～38 112 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

柳原 木　　造 S33 6 縮小 住替え誘導、建物解体 0 建替

大豆島西 簡　　平 S52 6 維持 計画修繕 6 用途廃止を含めて検討

豊:美濃和田
　　（新）

中　　耐 H11～14 60 維持 計画修繕 60 継続維持

　　（旧） 簡　　平 S42～43 37 建替 建物解体、中耐２棟新設 73 継続維持

豊: 沖 簡　　二 S46～50 100 用途廃止 建物解体 0

9 団地 管理戸数 793 6団地 557

長期的な
方向性

(今後30年)

市
街
地
Ⅱ
地
域

地
域 団地名 構造 建設年度

管理
戸数

(H31.4
 現在)

R10末
管理戸数

10年間の事業計画

（R元～R10）

事業 内容

今井 高　　層 H７ 318 維持 計画修繕 318 継続維持

北五明東 簡　　二 S48～49 90 部分改善 電源改修 90 建替

北五明西 簡　　二 S46～53 137 部分改善・縮小 電源改修、一部建物解体 132 用途廃止を含めて検討

庄ノ宮 簡　　平 S40～43 93 縮小 住替え誘導、一部建物解体 70 用途廃止を含めて検討

犀南 簡平･簡ニS43～48 491 建替 住替え誘導、一部建物解体、低層～中耐170戸新設 388 建替

昭和 木造･簡平S37～39 44 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

五明 木　　造 S35～36 24 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

長峰 木　　造 S37 3 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

川中島 簡　　平 S33～34 8 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

金井山 簡　　平 S43～46 48 縮小 住替え誘導、一部建物解体 44 用途廃止を含めて検討

屋地 木　　造 S35 4 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

屋地引揚 木　　造 S26 6 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

屋地厚生 木　　造 S27～37 7 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

矢場 木　　造 S40 12 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

皆神 簡　　平 S40 8 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

高野 木　　造 S40 1 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

16 団地 管理戸数 1,294 6団地 1,042

市
街
地
Ⅲ
地
域

長期的な
方向性

(今後30年)

地
域 団地名 構造 建設年度

管理
戸数

(H31.4
 現在)

R10末
管理戸数
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④ 合併地域 

 
 

 

※ R１０年度末 管理戸数 

（戸） 

地 域 
管理戸数 

R10 年度末 R5.4 H31.4 

市街地Ⅰ地域 1,197 1,221 1,251 

市街地Ⅱ地域 557 723 793 

市街地Ⅲ地域 1,042 1,255 1,294 

合併地域 124 178 178 

市営住宅合計 2,920 3,377 3,516 

 

 

特別市営住宅 

加算合計 
3,000 3,448 3,516 

10年間の事業計画

（R元～R10）

事業 内容

戸:諸沢 木　　造 H6 2 維持 計画修繕 2 継続維持

　 中村 木　　造 H7 2 維持 計画修繕 2 継続維持

鬼:町 木　　造 S62～H1 8 縮小 住替え誘導、一部建物解体 6 継続維持

　 柳田 木　　造 S62、H4 2 縮小 住替え誘導、一部建物解体 1 継続維持

　 東京 木　　造 S63、H3 3 維持 計画修繕 3 継続維持

　 篭田 木　　造 H4～5 5 維持 計画修繕 5 継続維持

　 須田 木　　造 H6 3 維持 計画修繕 3 継続維持

　 坂口 木　　造 H7 3 維持 計画修繕 3 継続維持

　 東町 木　　造 H3 1 維持 計画修繕 1 継続維持

大:川口 木　　造 S60～61 4 維持 計画修繕 4 継続維持

信:千原田 木　　造 H7～H17 22 維持 計画修繕 22 継続維持

　 新町 木造･簡平S42～H15 25 縮小 住替え誘導、一部建物解体 18 継続維持

　新町上平木　　造 H７ 4 縮小 住替え誘導、一部建物解体 2 継続維持

　 穂刈 簡　　二 S47～51 43 縮小 住替え誘導、一部建物解体 23 建替

　 竹房 簡　　平 S45 20 縮小 住替え誘導、建物解体 0 建替

  道祖神 木　　造 S55 2 用途廃止 住替え誘導、建物解体 0

中:上五十里木造･簡平S59～H7 23 維持 計画修繕 23 継続維持

　 田越 簡　　平 S56～57 6 維持 計画修繕 6 建替

18 団地 管理戸数 178 17団地 124

長期的な
方向性

(今後30年)

合
併
地
域

地
域 団地名 構造 建設年度

管理
戸数

(H31.4
 現在)

R10末
管理戸数
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（２） その他の住宅 （特定公共賃貸住宅、定住促進住宅、厚生住宅、その他） 
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第６章 長寿命化計画 

 

１ 長寿命化に関する基本方針 

 

（１）ストックの状況把握及び日常的な維持管理の方針 

管理する公営住宅等の点検結果及び整備・管理データを整理・蓄積することと 

します。 

・定期点検を実施するとともに、点検結果を踏まえて予防保全的な維持管理(計画 

修繕)を実施します。 

(建築基準法第 12 条に規定される「法定点検」の対象外の住棟においても、 

技術者による法定点検と同様の点検を行います) 

・定期点検のほかに、日常的な保守点検が望ましい部位等については、管理主体が

日常的に点検を行います。 

・修繕履歴等を随時確認できる仕組みを構築します。 

 

（２）長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

対症療法型の維持管理から、予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善

を実施することによって、公営住宅等の長寿命化を図ることとします。 

・修繕標準周期に先立って定期点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故等を

未然に防ぐとともに、修繕や改善を効率的に行います。 

・仕様のアップグレード等による耐久性の向上、予防保全的な維持管理の実践に 

よる修繕周期の延長などによってライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

 

２ 建替事業の実施方針 

団地の規模・需要・利便性などの政策的判断、耐用年数・耐震性・設備などの 

物理的状況及び周辺の土地利用状況・地域間のバランス・需要の動向などを総合的に

判断し、建替(統合)事業を実施していきます。 

なお、建替事業にあたっては、PFI 等の活用や団地の部分的・段階的な建替えな

ど、多様な整備手法について検討の上、事業計画を決定します。 

 

  



 

 
 

２９ 

３ 維持管理計画 

 

（１）修繕・改善の内容 

①修繕対応 

方針：標準修繕周期を踏まえ定期的な点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕 

 を行うことで、居住性・安全性等の維持・向上を図り、長期的に活用します。 

内容：定期点検の充実、標準周期を踏まえた経常修繕の実施 

 

②居住性向上型 

方針：引続き活用を図る住戸・住棟について、設備機能や断熱性能の改善を行い、 

居住性を向上させます。 

内容：浴槽又はＵＢの設置、外断熱、電気容量のアップ等 

 

③福祉対応型 

方針：引続き活用を図る住戸・住棟について、住戸や共用部のバリアフリー化を 

進め、高齢者等が安全で安心して居住できるよう対応します。 

内容：共用部へのエレベーター設置、段差解消や手すりの設置、建具や間取りの 

変更、浴室や便所の高齢者・車椅子対応等 

 

④安全性確保型 

方針：防犯や落下・転倒など生活事故防止に配慮した改善を行い、生活の安全を 

確保します。 

内容：エレベーターの既存不適格解消、防犯や生活事故防止に配慮した建物部品 

の設置等 

 

⑤長寿命化型 

方針：一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟に 

おいて、耐久性の向上、維持管理の容易性の向上、躯体への影響の低減と 

いった観点から予防保全的な改善を行い、長寿命化を図ります。 

内容：屋根改修(カバー工法)、外壁改修等 
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（２）修繕・改善の事業予定 

①修繕・改善に係る事業予定一覧〈住棟部分〉 

【様式１】（別冊）による 

 

②建替に係る事業予定一覧 

【様式２】（別冊）による 

 

③共同施設部分に係る事業予定一覧〈共同施設部分〉 

【様式３】（別冊）による 

 

 

４ 維持管理による効果  

定期点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、公営 

住宅等の安全性を確保します。また重要度に応じた維持管理を計画的に実施する 

ことで、効率化が図られます。 
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第７章 計画の実現に向けて 

 

１ 概算事業費の試算 

試算に当たり、事業に伴う支出と財源はそれぞれ以下のとおりです。 

 

 

事業計画を基にした、本計画期間の概算事業費の試算は以下のとおりです。 

令和元年度から 10 年度までの 10 年間で約 159 億円と試算しています。 

 

概算事業費は現時点での見込みであり、事業の進捗状況により適宜見直しをします。

標準設計の導入、複数住棟の一括発注、民間建築物等で導入されている工法の導入等

について検討し、事業コスト縮減に取り組みます。 

 

事業費と財源の想定

項　目 内　　容

 建替、改善関係

　　 委託費  測量、地盤調査、設計、監理等の委託費

　　 工事費  建設、改善・修繕、それらに係る撤去等の工事費

 用途廃止・移転関係

　　 解体費  廃止建物の解体・処分、敷地整備費用  等

　　 移転費  入居者の住替えに伴う移転・協力費  等

 修繕関係

　　 計画修繕、一般修繕  計画的に実施する予防保全的な修繕、故障等による緊急的な修繕

　　 入居前修繕  募集のための住戸内修繕等

 管理関係  管理代行料（敷地・建物・設備の管理・点検費）、保険料　等

 国の交付金  対象となる事業費の50％　（社会資本整備総合交付金）

 市  債  〔対象となる総事業費－国の交付金〕 の100％  （公営住宅建設事業債）

 家賃等の収入  入居者からの家賃収入、駐車場料金収入

財
源

事
業
費

分類

整
備
事
業

維
持
管
理

R元～R10　概算事業費　（試算）

項　目 金額　（億円）

 建替、改善関係 108

 用途廃止・移転関係 8

 修繕関係 26

 管理関係 17

 国の交付金 52

 市  債 51

 家賃等の収入 56

R元～R10
概算事業費　総計　①＋②

159 億円

財　源

分類

事
業
費

整
備
事
業 整備事業費　合計 116億円　－①　

維
持
管
理 維持管理費　合計 43億円　－②　
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２ 事業を進める上での課題 

 

（１）事業費の継続的な確保 

今後の事業計画を実現していくためには、事業費の継続的な確保が必要です。 

厳しい財政状況から、国等の支援制度をできる限り活用し、市の負担を少しでも減ら

していくことが必要です。事業費を抑えながら、入居率を上げることで家賃等の収入額

を増やしていくようにします。 

 

（２）入居者の円滑な住替え 

建替えや全面改善、用途廃止を進める上では、現入居者の円滑な住替えが重要に 

なります。このため、事業についての事前説明を十分に行い、入居者の理解と協力を

得ていくことが必要です。住替えについては、意向調査の実施やそれを踏まえた個別

調整を行い適切な移転先を確保することが必要です。 

 

（３）地域の理解 

団地再編や建替えなどの具体的な内容については、地域のまちづくりにも影響が 

あることから、住民自治協議会や周辺住民の理解を得ながら進めていく必要がありま

す。 

 

（４）地域コミュニティの活性化 

小規模世帯や高齢者世帯の増加、建替えに伴う住替え等のため、地域社会との 

つながりの希薄化が懸念されます。防災・防犯などの共助の観点からも、地域 

コミュニティの活性化に配慮しながら事業を進める必要があります。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野市 

公営住宅等ストック総合活用計画 
平成13年度 策定 

平成 19年度 改定 

平成 24年度 改定 

令和 元年度 改定（長寿命化計画と統合） 

令和 ○年度 改定 

 

建設部 住宅課 


